
平成 30 事務年度法人税及び源泉所得税等の課税状況について 

 

令和元年 11 月 

仙 台 国 税 局 

 

Ⅰ 平成 30 事務年度 法人税等の申告（課税）事績について 

平成 30 事務年度における法人税、地方法人税、源泉徴収に係る所得税及び復興

特別所得税の申告（課税）事績がまとまりましたので、その概要をお知らせしま

す。 

 １ 平成 30 年度における法人税の申告事績の概要 

 （参考計表）平成 30 年度における法人税等の申告事績 

 ２ 平成 30 事務年度における源泉所得税等の課税事績の概要 

 （参考計表）平成 30 事務年度における源泉所得税等の課税事績 

 

Ⅱ 平成 30 事務年度 法人税等の調査事績について 

平成 30 事務年度における法人税、法人消費税、源泉所得税等の調査事績がまと

まりましたので、その概要をお知らせします。 

 １ 平成 30 事務年度における法人税・法人消費税等の調査事績の概要 

２ 平成 30 事務年度における源泉所得税等の調査事績の概要 

（参考計表）平成 30 事務年度における法人税・法人消費税等の調査事績 

  

Ⅲ 平成 30 事務年度における主要な取組 

平成 30 事務年度においては、地域経済の動向や、地方の特性など様々な角度か

ら有効な資料情報の収集、分析を行い、不正に税金の負担を逃れようとする大

口・悪質な納税者に対しては、適切な調査体制を編成し、厳正な調査を実施する

とともに、海外取引事案、無申告法人事案及び消費税還付申告法人事案等に重点

的に取り組むなど、波及効果の高い調査の実施に努めました。 

なお、令和元事務年度においても、引き続き波及効果の高い調査の実施に努め

ることとしています。 

１ 海外取引法人等に対する取組 

増加する海外への投資や海外取引などについて、国外送金等調書をはじめと

する資料や海外当局との租税条約等に基づく情報交換制度などによって得た情

報を活用し、実態解明を行い、深度ある調査を実施しています。 
２ 無申告法人に対する取組 

無申告は、申告納税制度の下で自発的に適正な納税をしている納税者に強い
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不公平感をもたらすことになるため、資料情報の更なる収集・活用を図るなど

し、的確に無申告を把握し、積極的に調査を実施しています。 

３ 消費税還付申告法人に対する取組 

消費税は、税収の面で主要な税目の一つであり、国民の関心も極めて高いこ

とから、一層の適正な執行に努めています。 

特に、虚偽の申告により不正に還付金を得ようとするケースについては、調

査などを通じて還付原因となる事実関係を確認し、その防止に努めています。 

また、社会的に問題となっている金密輸に伴う輸入消費税の脱税への対応に

ついても、税関当局との一層の連携を図っています。 
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Ⅰ 平成 30 事務年度 法人税等の申告 

（課税）事績について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 元 年 1 1 月 

仙 台 国 税 局 

法人税の申告事績 

◆ 申告所得金額、申告税額はいずれも減少 

◆ 黒字申告割合は 35.9％に減少するも全国より高水準 

 

源泉所得税等の課税事績 

◆ 源泉所得税等の税額は８年連続増加 
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１ 平成 30 年度における法人税の申告事績の概要 
 

～申告所得金額、申告税額はいずれも減少～ 

 

 平成 30 年度における法人税の申告件数は 163 千件で、その申告所得金額の総額は 1

兆3,365億円、申告税額の総額は2,589億円と前年度に比べ、それぞれ830億円（5.8％）、

170 億円（6.2％）といずれも減少しています。 

（注）平成 30 年 4月 1日から平成 31 年 3月 31 日までに終了した事業年度に係る申告について、令和元年 7月末ま

でに申告があったものを集計しています。 

   

○ 法人税の申告件数及び税額の状況 

年 度  

項 目 

29 30 

件 数 等 件 数 等 増減 前年対比 

申 告 件 数 千件 162 163 1 100.3 

申告所得金額 億円 14,195 13,365 ▲830 94.2 

申 告 税 額 億円 2,759 2,589 ▲170 93.8 

 

 
（注）平成 19 年度以前は、その年の 7月 1日から翌年 6月 30 日までに申告期限が到来し、申告のあったものを集計し

ています。

１兆 3,365 億円 
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～黒字申告割合は 35.9％に減少するも全国より高水準～ 

 

黒字申告割合は 35.9％となり、前年度に比べ 0.9 ポイント減少していますが、全国

（34.7％）と比較して 1.2 ポイント高い水準となりました。 

 

○ 黒字申告割合等の状況 

年 度  

項 目 

29 30 

件 数 等 件 数 等 前年対比 

申 告 件 数 千件 162 163 100.3 

黒字申告割合 ％ 36.8 35.9 ▲0.9 

 

 

過去最低 

26.6％ 

35.9％ 

34.7％ 
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（参考計表） 

平成 30 年度における法人税等の申告事績 

 

別表１             法人数の状況 

件 168,406 99.8 168,374 100.0

（注）清算中法人を除く。

令和元年6月30日現在

件　数 前年対比

平成30年6月30日現在

件　数 前年対比

                                   区　分
 　項　目

法 人 数

 

 

別表２            法人税の申告の状況 

1 件 162,118 100.8 162,537 100.3

2 ％ 93.3 +0.3 93.5 +0.2

3 ％ 36.8 ▲0.6 35.9 ▲0.9

4 億円 14,195 102.9 13,365 94.2

5 千円 23,819 103.9 22,893 96.1

6 億円 4,303 113.8 4,600 106.9

7 千円 4,197 111.9 4,416 105.2

30

件数等 前年対比前年対比

29

件数等

                           　　　 年　度
 　項　目

申 告 件 数

申 告 割 合

黒 字 申 告 割 合

申 告 所 得 金 額

黒 字 申 告 １ 件
当 た り 所 得 金 額

申 告 欠 損 金 額

赤 字 申 告 １ 件
当 た り 欠 損 金 額

 

 

別表３            法人税の税額の状況 

億円 2,759 101.1 2,589 93.8

30

金　額 前年対比

29

金　額 前年対比

申 告 税 額

                            　　　年　度
 　項　目

 

 

別表４           地方法人税の税額の状況 

億円 128 102.0 121 94.6

30

金　額 前年対比

29

金　額 前年対比

                           　　　年　度
 　項　目

申 告 税 額
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２ 平成 30 事務年度における源泉所得税等の課税事績の概要 

 

～源泉所得税等の税額は８年連続増加～ 

 

平成 30 事務年度における源泉所得税等の税額は 5,191 億円で、前事務年度に比べ 150

億円（3.0％）増加し、８年連続の増加となりました。 

これを主な所得についてみると、給与所得の税額は 30 億円(0.7％)増加し、配当所得

の税額は 161 億円（33.2％）増加しています。 
 
（注）１ 平成 30 年 7月 1日から令和元年 6月 30 日までに納付があったものを集計しています。 

   ２ 平成 25 年 1月 1日以後に生ずる所得に係る税額から、復興特別所得税が含まれています。 

 

○ 源泉所得税等の税額の状況  

税　額 税　額 増減額 前年対比

億円 4,120 4,150 30 100.7

億円 80 88 8 109.9

億円 102 76 ▲ 26 74.6

億円 485 646 161 133.2

億円 86 60 ▲ 26 69.7

億円 156 157 1 100.6

億円 11 13 2 118.5

億円 5,041 5,191 150 103.0

非 居 住 者 等 所 得

合 計

　項　目

給 与 所 得

退 職 所 得

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得

事務年度　 29 30

 
 

 

 

5,191 億円 
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（参考計表） 

 

  平成 30 事務年度における源泉所得税等の課税事績 

 

区　分

　項　目 義務者数 前年対比 義務者数 前年対比

本 店 法 人 件 135,546 100.1 135,304 99.8

支 店 法 人 件 2,136 99.3 2,123 99.4

官 公 庁 件 1,348 98.6 1,343 99.6

個 人 件 70,926 99.2 70,469 99.4

そ の 他 件 10,421 100.2 10,415 99.9

計 件 220,377 99.8 219,654 99.7

件 2,679 97.7 2,638 98.5

件 9,806 103.0 9,918 101.1

件 1,100 100.3 1,090 99.1

件 162,065 100.0 160,816 99.2

件 707 111.7 596 84.3非 居 住 者 等 所 得

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得

給
　
与
　
所
　
得

源泉徴収義務者数の状況

平成30年6月30日現在 令和元年6月30日現在
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 Ⅱ 平成 30 事務年度 法人税等の 

調査事績について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 元 年 1 1 月 

仙 台 国 税 局 

法人税・法人消費税等の調査事績 

◆ 法人税の申告漏れ所得金額の総額は 308 億円 

◆ 法人消費税の追徴税額は 30 億円 

 

源泉所得税等の調査事績 

◆ 源泉所得税等の追徴税額は 16 億円 

9



 

 

 

１ 平 成 3 0 事 務 年 度 に お け る 

  法人税・法人消費税等の調査事績の概要 
 

  ～法人税の申告漏れ所得金額の総額は 308 億円～ 

 

 平成 30 事務年度においては、資料情報等の分析・検討を行った結果、大口・悪質な不

正計算が想定される法人など調査必要度が高い法人５千件（前年対比 101.2％）につい

て実地調査を実施しました。 

 このうち、法人税の非違があった法人は３千７百件（同 103.6％）、その申告漏れ所得

金額は 308 億円（同 83.5％）、うち不正所得金額は 143 億円（同 109.1％）、追徴税額は

74 億円（同 93.3％）となっています。 

 

○ 法人税の実地調査の状況 

（注）調査よる追徴税額には加算税及び地方法人税が含まれています。 

 

100

200

300

400

500

600

700

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

（単位：億円）

事務年度

申告漏れ所得金額 うち不正所得金額

申告漏れ所得金額等の推移

 

事務年度  

項 目 
29 30 

 

前年対比 

実 地 調 査 件 数 件 4,926 4,986 101.2 

非 違 が あ っ た 件 数 件 3,561 3,688 103.6 

申 告 漏 れ 所 得 金 額 億円 369 308 83.5 

 うち不正所得金額 億円 131 143 109.1 

調査による追徴税額 億円 79 74 93.3 

308 億円 

143 億円 
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～法人消費税の追徴税額は30億円～ 

 

  平成 30 事務年度においては、法人消費税について、４千８百件（前年対比 101.5％）

の実地調査を実施しました。 

  このうち、消費税の非違があった法人は２千８百件（同 102.2％）、その追徴税額は 30

億円（同 113.1％）となっています。 

 

○ 法人消費税の実地調査の状況 

（注）調査による追徴税額には加算税及び地方消費税（譲渡割額）が含まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務年度  

項 目 
29 30 

 

前年対比 

実 地 調 査 件 数 件 4,733 4,806 101.5 

非 違 が あ っ た 件 数 件 2,734 2,794 102.2 

調 査 に よ る 追 徴 税 額 億円 26 30 113.1 

30 億円 
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２ 平成 30 事務年度における 

  源泉所得税等の調査事績の概要 
 

～源泉所得税等の追徴税額は 16 億円～ 

 

  平成 30 事務年度においては、７千件（前年対比 101.5％）の源泉徴収義務者について

実地調査を実施しました。 

  このうち、源泉所得税等の非違があった源泉徴収義務者は１千９百件（同 106.0％）

で、その追徴税額は 16 億円（同 133.3％）となっています。 

 

 

○ 源泉所得税等の実地調査の状況 

前年対比

実 地 調 査 件 数 件 7,040 7,144 101.5

非 違 が あ っ た 件 数 件 1,787 1,894 106.0

調 査 に よ る 追 徴 税 額 億円 12 16 133.3

29 30

事務年度

項 目

 

 

 

 

（注）調査による追徴税額には加算税及び復興特別所得税が含まれています。 

16 億円 
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（参考計表） 

平成 30 事務年度における法人税・法人消費税等の調査事績 

 

別表１            法人税の実地調査の状況 

1 件 4,926 112.8 4,986 101.2

2 件 3,561 111.7 3,688 103.6

3 件 905 114.8 947 104.6

4 億円 369 127.3 308 83.5

5 億円 131 131.8 143 109.1

6 億円 79 113.1 74 93.3

7 億円 13 114.0 13 103.1

8 ％ 18.4 +0.4 19.0 +0.6

9 千円 7,495 112.9 6,182 82.5

10 千円 14,465 114.7 15,076 104.2

11 千円 1,607 100.2 1,481 92.2

（注）調査による追徴税額には加算税及び地方法人税が含まれています。

う ち 加 算 税 額

30

件　数　等 前年対比件　数　等

29

前年対比

調 査 １ 件 当 た り の
申 告 漏 れ 所 得金 額（ 4/1）

不 正 １ 件 当 た り の
不 正 所 得 金 額 （ 5/3 ）

調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 （ 6/1 ）

申 告 漏 れ 所 得 金 額

調 査 に よ る 追 徴 税 額

不 正 発 見 割 合 （ 3/1 ）

う ち 不 正 計 算
が あ っ た 件 数

う ち 不 正 所 得 金 額

実 地 調 査 件 数

非 違 が あ っ た 件 数

                                                 事務年度

    項　目

 
 

別表２           法人消費税の実地調査の状況 

1 件 4,733 111.6 4,806 101.5

2 件 2,734 111.3 2,794 102.2

3 億円 26 81.1 30 113.1

4 億円 5 87.6 5 102.8

5 千円 554 72.6 617 111.4

（注）調査による追徴税額には加算税及び地方消費税（譲渡割額）が含まれています。

う ち 加 算 税 額

30

件　数　等 前年対比件　数　等

29

前年対比

実 地 調 査 件 数

非 違 が あ っ た 件 数

調 査 に よ る 追 徴 税 額

調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 （ 3/1 ）

                                                 　事務年度

   項　目

 

13



 

別表３ 

○不正発見割合の高い10業種（法人税）

順位 業種目 不正発見割合
不 正 １ 件 当 た り の
不正所得金額（千円）

前年順位

1 大衆酒場、小料理 50.0% 5,622 -

2 その他の道路貨物運送 41.7% 7,949 5

3 その他の飲食 41.3% 10,082 1

4 再生資源卸売 35.7% 44,290 -

5 パチンコ 35.0% 15,569 -

6 医療保健サービス 28.8% 8,393 -

7 採石、砂・砂利採取 27.3% 20,063 8

8 ハイヤー、タクシー 27.3% 6,651 -

9 木造建築工事 27.3% 3,830 -

10 管工事 26.3% 10,498 -

○不正申告１件当たりの不正所得金額の大きな10業種（法人税）

順位 業種目
不正申告１件当たりの
不正所得金額（千円）

不正発見割合 前年順位

1 通信機械器具製造 65,291 12.5% -

2 再生資源卸売 44,290 35.7% -

3 建売、土地売買 39,656 16.7% 5

4 その他小売 32,238 17.5% -

5 一般機械器具卸売 29,200 22.9% -

6 農業 26,707 18.3% 6

7 医療関連サービス 21,448 24.4% -

8 燃料小売 20,228 16.0% 4

9 採石、砂・砂利採取 20,063 27.3% 2

10 その他の対個人サービス 19,697 14.9% -
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記者提供資料 

 

【参考】業種目の具体的内容 

  

 

○不正発見割合の高い 10 業種（法人税） 

 

 

○不正申告１件当たりの不正所得金額の大きな 10 業種（法人税） 

順位 業 種 目 具 体 的 内 容 

１ 通信機械器具製造 
有線・無線通信機械器具、携帯電話機、ビデオ、デジタルカメラなど

の製造を営む事業 

２  再生資源卸売 
空瓶・空缶等空容器、鉄スクラップ、非鉄金属スクラップ、古紙など

の卸売を営む事業 

３ 建売、土地売買 建物売買、土地売買などの不動産業を営む事業 

４ その他小売 
ホームセンター、園芸用品、建築材料、印判、墓石、小売、自動販売

機による小売を営む事業 

５ 一般機械器具卸売 
農業用機械器具、建設機械・鉱山機械、金属加工機械、体温計、寒暖

計の卸売を営む事業 

６ 農業 米作、野菜作、養蚕等を営む事業 

７ 医療関連サービス 
医療器械器具賃貸、助産所、はり師等の施術所、歯科技工所などを営

む事業 

８ 燃料小売 
ガソリンスタンド、灯油、プロパンガス、その他の家庭用燃料などの

小売を営む事業 

９ 採石、砂・砂利採取 採石、砂、砂利、玉石等の採取を営む事業 

10 その他の対個人サービス 
 レンタカー、生活用品・スポーツ・娯楽用品賃貸、葬儀、結婚式場、

結婚相談所、その他の生活関連サービスを営む事業 

 

順位 業 種 目 具 体 的 内 容 

１ 大衆酒場、小料理 大衆酒場、小料理、おでん、焼鳥などを営む事業 

２  その他の道路貨物運送 
特定貨物自動車運送、貨物軽自動車運送、集配利用運送、郵便業、そ

の他の道路貨物運送業を営む道路貨物運送業 

３ その他の飲食 
ファミリーレストラン、食堂、ドライブイン、お好み焼き、たこ焼き

などを営む事業 

４ 再生資源卸売 
空瓶・空缶等空容器、鉄スクラップ、非鉄金属スクラップ、古紙など

の卸売を営む事業 

５ パチンコ パチンコ、パチスロなどを営む事業 

６ 医療保健サービス 
総合病院、内科、小児科、外科、整形外科、産婦人科、歯科、眼科、

神経科、精神科、美容外科などを営む事業 

７ 採石、砂・砂利採取 採石、砂、砂利、玉石等の採取を営む事業 

８  ハイヤー、タクシー ハイヤー、タクシー、人力車などでの旅客運送を営む事業 

９ 木造建築工事 木造建築工事を営む事業 

10 管工事 
 冷暖房設備工事、給排水・衛生設備工事、ガス配管工事、井戸ポンプ

その他の管工事を営む事業 
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 Ⅲ 平成 30 事務年度 主要な取組に 

ついて 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 元 年 1 1 月 

仙 台 国 税 局

主要な取組 

１－１ 海外取引法人等に対する取組（法人税） 

  ◆ 海外取引法人等に係る調査で 21億円の申告漏れを把握 

 １－２ 海外取引法人等に対する取組（源泉所得税等） 

 ◆ 海外取引等に係る源泉所得税等で１億３千万円を追徴 

２ 無申告法人に対する取組 

◆ 無申告法人から８億円を追徴 

３ 消費税還付申告法人に対する取組 

◆ 不正に還付申告を行っていた法人から７千万円を追徴 
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１-１ 海外取引法人等に対する取組（法人税） 
 

～海外取引等に係る調査で 21 億円の申告漏れを把握～ 

 

➢ 企業等の事業、投資活動のグローバル化が進展する中で、海外取引を行っている

法人の中には、海外の取引先への業務委託料を水増し計上するなどの不正計算を行

うものが見受けられます。このような海外取引法人等に対しては、国外送金等調書

をはじめとした資料情報等から選定し、租税条約等に基づく情報交換制度を積極的

に活用するなど、深度ある調査に取り組んでいます。 

➢ 平成 30 事務年度においては、海外取引法人等に対する実地調査を 428 件（前年対

比 104.4％）実施し、このうち、海外取引等に係る非違があったものを 142 件（同

143.4％）、海外取引等に係る申告漏れ所得金額を 21 億円（同 259.0％）把握しまし

た。 

○ 海外取引等に係る申告漏れ所得金額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 海外取引等に係る申告漏れ所得金額の推移 

件 302 319 327 410 428

件 66 71 73 99 142

件 4 8 8 9 15

百万円 782 1,839 2,242 797 2,064

百万円 37 60 208 165 850

千円 2,588 5,766 6,855 1,943 4,822

30292826

う ち 不 正 計 算 が あ っ た 件 数

27

海外取引等に係る申告漏れ所得金額

う ち 不 正 所 得 金 額

調査１件当たりの海外取引等に係る
申 告 漏 れ 所 得 金 額

項目
事務年度

海外取引等に係る非違があった件数

実 地 調 査 件 数

 

782

1,839

2,242

797

2,064

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

26 27 28 29 30

事務年度

海外取引等に係る申告漏れ所得金額（百万円）
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１-２ 海外取引法人等に対する取組（源泉所得税等） 
 

～海外取引等に係る源泉所得税等で１億３千万円を追徴～ 

 

➢ 経済の国際化に伴い、企業や個人による国境を越えた経済活動が複雑・多様化す

る中、非居住者や外国法人に対する支払（非居住者等所得）について、国外送金等

調書をはじめとした資料情報等を活用し、源泉所得税等の観点から、重点的かつ深

度ある調査を実施しています。 

➢ 平成 30 事務年度の調査においては、非居住者や外国法人に対する人的役務提供事

業の対価や工業所有権等の使用料等などの支払について源泉所得税等の課税漏れを

31 件（前年対比 86.1％）把握し、１億３千万円（同 135.9％）を追徴課税しました。 

○ 海外取引等に係る源泉所得税等の非違（件数）の内訳 

前年対比

非 違　が　あ　っ　た　件　数 件 29 29 30 36 31 86.1

調査による追徴税額 百万円 13 64 48 92 125 135.9

事務年度
26 27 28 29 30

　項目
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２ 無申告法人に対する取組 
 

～無申告法人から８億円を追徴～ 
 

➢ 事業を行っているにもかかわらず申告をしていない法人を放置しておくことは、

納税者の公平感を著しく損なうものであることから、登記情報等から法人を把握し

た上、無申告法人を的確に管理するとともに、こうした稼働無申告法人に対する調

査に重点的に取り組んでいます。 

➢ 平成30事務年度においては、資料情報等の分析・検討を行った結果、事業を行ってい

ると見込まれる無申告法人に対し実地調査を実施し、法人税４億円（前年対比139.5％）、

消費税４億円（同99.3％）、合わせて８億円（同116.5％）を追徴課税しました。 

➢ このうち、稼働している実態を隠し、意図的に無申告であった法人に対し、法人税１

億５千万円（同77.6％）、消費税５千万円（同43.5％）を追徴課税しました。 

○ 無申告法人に対する法人税及び消費税の追徴税額の推移 

238

149

201

304

424

278
305

348

404 401

0

100

200

300

400

500

26 27 28 29 30

事務年度

法人税追徴税額（百万円） 消費税追徴税額（百万円）

 

○ 無申告法人に対する実地調査の状況 

前年対比

件 180 185 191 211 194 91.9%

件 13 13 7 21 22 104.8%

百万円 238 149 201 304 424 139.5%

百万円 96 83 53 194 151 77.6%

件 150 145 155 162 149 92.0%

件 8 5 7 11 16 145.5%

百万円 278 305 348 404 401 99.3%

百万円 41 16 81 108 47 43.5%

　項目

うち意図的な無申告法人を把握した件数法
人
税

3027 28 29

消
費
税

うち意図的な無申告法人に係る追徴税額

実地調査件数

追徴税額

事務年度　

実地調査件数

うち意図的な無申告法人を把握した件数

26

追徴税額

うち意図的な無申告法人に係る追徴税額

 

 （注）調査による追徴税額には加算税、地方法人税及び地方消費税（譲渡割額）が含まれています。 
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３ 消費税還付申告法人に対する取組 
 

～不正に還付申告を行っていた法人から７千万円を追徴～ 
 

➢ 虚偽の申告により不正に消費税の還付金を得るケースが見受けられます。こうし

た不正還付等を行っていると認められる法人については、的確に選定し、厳正な調

査を実施しています。 

➢ 平成30事務年度においては、消費税還付申告法人のうち、303件（前年対比96.8％）

に対し実地調査を実施し、消費税２億７千万円（同 56.2％）を追徴課税しました。 

➢ また、そのうち 43 件（同 134.4％）は不正に還付金額の水増しなどを行っており、

７千万円（同 68.6％）を追徴課税しました。 

○ 消費税還付申告法人に対する消費税の追徴税額の推移 

464
647

959

484

272

21

82 130 101
69

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

26 27 28 29 30

事務年度

調査による追徴税額（百万円） うち不正計算に係る追徴税額（百万円）

 

○ 消費税還付申告法人に対する実地調査の状況 

 

 

 

 

 

 

（注）調査による追徴税額には加算税及び地方消費税（譲渡割額）が含まれています。  

前年対比

件 346 373 335 313 303 96.8%

件 179 197 175 177 174 98.3%

件 32 40 26 32 43 134.4%

百万円 464 647 959 484 272 56.2%

百万円 21 82 130 101 69 68.6%

3027

非 違 が あ っ た 件 数

う ち 不 正 計 算 が あ っ た 件 数

26
                    事務年度　

実 地 調 査 件 数

　項目

う ち 不 正 計 算 に 係 る 追 徴 税 額

調 査 に よ る 追 徴 税 額

2928

21
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平成 30 事務年度法人税及び源泉所得税等 

の課税状況について 
 

（青森県） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 元 年 1 1 月 

仙 台 国 税 局 
 

法人税の申告事績 

◆ 申告所得金額、申告税額はいずれも減少 

◆ 黒字申告割合は 39.3％に減少 

 

源泉所得税等の課税事績 

◆ 源泉所得税等の税額は前年並み 

 

 法人税の調査事績 

 ◆ 法人税の申告漏れ所得金額の総額は 30 億円 

 

 源泉所得税等の調査事績 

 ◆ 源泉所得税等の追徴税額は１億円 
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平成 30 年度における法人税の申告事績の概要 
 

～申告所得金額、申告税額はいずれも減少～ 

 

 平成30年度における法人税の申告件数は21千件で、その申告所得金額の総額は1,520

億円、申告税額の総額は 296 億円となり、前年度に比べ、それぞれ 103 億円（6.4％）、

19億円（5.9％）減少しました。 

（注）平成 30 年 4月 1日から平成 31 年 3月 31 日までに終了した事業年度に係る申告について、令和元年 7月末まで

に申告があったものを集計しています。 

 

○ 法人税の申告及び税額の状況 

年 度  

項 目 

29 30 

件 数 等 件 数 等 増減 前年対比 

申 告 件 数 件 21,082 21,223 141 100.7 

申告所得金額 百万円 162,339 152,011 ▲10,328 93.6 

申 告 税 額 百万円 31,433 29,579 ▲1,854 94.1 

 

 

 

 

 

 

 

1,520億円 
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～黒字申告割合は 39.3％に減少～ 

 

 黒字申告割合は 39.3％となり、前年度に比べ 0.6 ポイント減少し、９年ぶりに減少と

なりました。 

 

○ 黒字申告割合等の状況 

年 度  

項 目 

29 30 

件 数 等 件 数 等 前年対比 

申 告 件 数 件 21,082 21,223 100.7 

黒字申告割合 ％ 39.9 39.3 ▲0.6 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39.3％ 
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（参考計表） 

平成 30 年度における法人税等の申告事績 

 

別表１             法人数の状況 

件 21,648 100.1 21,700 100.2法 人 数

                                  　 区　分
 　項　目

（注）清算中法人を除く。

平成30年6月30日現在

前年対比件　数　等

令和元年6月30日現在

件　数　等 前年対比

 

 

別表２            法人税の申告の状況 

1 件 21,082 100.5 21,223 100.7

2 ％ 94.3 ±0.0 94.5 +0.2

3 ％ 39.9 +0.3 39.3 ▲0.6

4 百万円 162,339 102.4 152,011 93.6

5 千円 19,317 101.1 18,229 94.4

6 百万円 63,284 132.4 57,996 91.6

7 千円 4,992 132.3 4,501 90.2

黒 字 申 告 １ 件
当 た り 所 得 金 額

申 告 欠 損 金 額

赤 字 申 告 １ 件
当 た り 欠 損 金 額

申 告 件 数

申 告 割 合

黒 字 申 告 割 合

申 告 所 得 金 額

                            　　　  年　度
　項　目

29

前年対比件　数　等

30

件　数　等 前年対比

 

 

別表３            法人税の税額の状況 

百万円 31,433 100.8 29,579 94.1申 告 税 額

                           　　　　 年　度
　項　目 金　額

29

前年対比

30

金　額 前年対比

 

 

別表４           地方法人税の税額の状況 

百万円 1,436 101.9 1,349 94.0申 告 税 額

                           　　　　 年　度
 　項　目 金　額

29

前年対比

30

金　額 前年対比
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平成 30 事務年度における源泉所得税等の課税事績の概要 
 

～源泉所得税等の税額は前年並み～ 

 

平成 30 事務年度における源泉所得税等の税額は 607 億円で、前年並み（99.9％）となり

ました。これを主な所得についてみると、給与所得の税額は５億円(1.0％)増加し、配当所

得の税額は１億円（1.7％）増加しています。 

 

（注）１ 平成 30 年 7月 1日から令和元年 6月 30 日までに納付があったものを集計しています。 

   ２ 平成 25 年 1月 1日以後に生ずる所得に係る税額から、復興特別所得税が含まれています。 

 
 
○ 源泉所得税等の税額の状況 

事務年度　

　項　目 税　額 税　額 増減額 前年対比

百万円 50,439 50,934 495 101.0

百万円 848 1,156 308 136.3

百万円 1,153 534 ▲ 619 46.3

百万円 5,759 5,857 98 101.7

百万円 764 517 ▲ 247 67.7

百万円 1,718 1,646 ▲ 72 95.8

百万円 60 55 ▲ 5 91.3

百万円 60,741 60,699 ▲ 42 99.9

非 居 住 者 等 所 得

合 計

給 与 所 得

退 職 所 得

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得

源泉所得税等の税額の状況

29 30

 

 

 

607 億円 
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（参考計表） 

 

平成 30 事務年度における源泉所得税等の課税事績 

 

別表１            源泉徴収義務者数の状況 

区　分

　項　目 義務者数 前年対比 義務者数 前年対比

本 店 法 人 件 17,399 100.0 17,434 100.2

支 店 法 人 件 324 102.2 330 101.9

官 公 庁 件 192 99.0 189 98.4

個 人 件 11,682 100.6 11,851 101.4

そ の 他 件 1,741 99.9 1,731 99.4

計 件 31,338 100.2 31,535 100.6

件 366 98.1 358 97.8

件 1,136 103.5 1,154 101.6

件 96 101.1 95 99.0

件 23,049 99.3 22,800 98.9

件 74 98.7 61 82.4

源泉徴収義務者数の状況

平成30年6月30日現在 令和元年6月30日現在

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得

給
　
与
　
所
　
得

非 居 住 者 等 所 得
 

 

別表２           源泉所得税等の税額の状況 

事務年度　

　項　目 税　額 前年対比 税　額 前年対比

百万円 50,439 102.5 50,934 101.0

百万円 848 96.5 1,156 136.3

百万円 1,153 161.7 534 46.3

百万円 5,759 116.1 5,857 101.7

百万円 764 267.1 517 67.7

百万円 1,718 101.8 1,646 95.8

百万円 60 109.1 55 91.3

百万円 60,741 105.1 60,699 99.9

源泉所得税等の税額の状況

29 30

非 居 住 者 等 所 得

合 計

給 与 所 得

退 職 所 得

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得
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平成 30 事務年度における 

法 人 税 の 調 査 事 績 の 概 要 
 

～法人税の申告漏れ所得金額の総額は 30 億円～ 

 

平成 30 事務年度においては、資料情報等の分析・検討を行った結果、大口・悪質な不

正計算が想定される法人など調査必要度が高い法人６百件（前年対比 96.3％）について

実地調査を実施しました。 

このうち、法人税の非違があった法人は４百件（同 97.9％）、その申告漏れ所得金額

は 30 億円（同 76.9％）、追徴税額は８億円（同 81.1％）となっています。 

 

○ 法人税の実地調査の状況 

（注）調査よる追徴税額には加算税及び地方法人税が含まれています。 

 

事務年度  

項 目 
29 30 

 

前年対比 

実 地 調 査 件 数 件 592 570 96.3 

非 違 が あ っ た 件 数 件 439 430 97.9 

申 告 漏 れ 所 得 金 額 百万円 3,927 3,019 76.9 

 う ち 不 正 所 得 金 額 百万円 2,242 1,638 73.0 

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 966 783 81.1 

30億円 16億円 
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（参考計表） 

 

平成 30 事務年度における法人税の調査事績 

1 件 592 99.7 570 96.3

2 件 439 98.4 430 97.9

3 件 120 79.5 136 113.3

4 百 万 円 3,927 110.0 3,019 76.9

5 百 万 円 2,242 149.0 1,638 73.0

6 百 万 円 966 106.0 783 81.1

7 百 万 円 185 126.1 147 79.2

8 ％ 20.3 ▲5.1 23.9 +3.6

9 千 円 6,633 110.4 5,296 79.8

10 千 円 18,686 187.4 12,042 64.4

11 千 円 1,632 106.3 1,374 84.2

（注）調査による追徴税額には加算税及び地方法人税が含まれています。

不 正 １ 件 当 た り の
不 正 所 得 金 額 （ 5/3 ）

調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 （ 6/1 ）

実 地 調 査 件 数

申 告 漏 れ 所 得 金 額

調 査 １ 件 当 た り の
申告漏れ所得金額（4/1）

                                            　　事務年度

   項　目

調 査 に よ る 追 徴 税 額

不 正 発 見 割 合 （ 3/1 ）

非 違 が あ っ た 件 数

う ち 不 正 計 算
が あ っ た 件 数

う ち 不 正 所 得 金 額

う ち 加 算 税 額

30

件　数　等 前年対比

29

件　数　等 前年対比
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平成 30 事務年度における 

源泉所得税等の調査事績の概要 
 

～源泉所得税等の追徴税額は１億円～ 

 

平成 30 事務年度においては、９百件（前年対比 93.5％）の源泉徴収義務者について

実地調査を実施しました。 

このうち、源泉所得税等の非違があった源泉徴収義務者は２百件（同 97.6％）で、そ

の追徴税額は１億円（同 58.5％）となっています。 

 

 

○ 源泉所得税等の実地調査の状況 

前年対比

実 地 調 査 件 数 件 944 883 93.5

非 違 が あ っ た 件 数 件 250 244 97.6

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 207 121 58.5

3029
事務年度

項 目

 

 

 

 
 

 

１億円 

（注）調査による追徴税額には加算税及び復興特別所得税が含まれています。 

31



 

32



 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30 事務年度法人税及び源泉所得税等 

の課税状況について 
 

（岩手県） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 元 年 1 1 月 

仙 台 国 税 局 

法人税の申告事績 

◆ 申告所得金額、申告税額はいずれも減少 

◆ 黒字申告割合は 38.0％と２年連続減少 

 

源泉所得税等の課税事績 

◆ 源泉所得税等の税額は２年連続で増加 

 

 法人税の調査事績 

 ◆ 法人税の申告漏れ所得金額の総額は 33 億円 

 

 源泉所得税等の調査事績 

 ◆ 源泉所得税等の追徴税額は２億円 
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平成 30 年度における法人税の申告事績の概要 
 

～申告所得金額、申告税額はいずれも減少～ 

 

 平成30年度における法人税の申告件数は20千件で、その申告所得金額の総額は1,790

億円、申告税額の総額は 349 億円となり、前年度に比べ、それぞれ 133 億円（6.9％）、

28億円（7.3％）減少しました。 

（注）平成 30 年 4月 1日から平成 31 年 3月 31 日までに終了した事業年度に係る申告について、平成 30 年 7月末ま

でに申告があったものを集計しています。 

    

○ 法人税の申告及び税額の状況 

年 度  

項 目 

29 30 

件 数 等 件 数 等 増減 前年対比 

申 告 件 数 件 19,742 19,850 108 100.5 

申告所得金額 百万円 192,371 179,027 ▲13,344 93.1 

申 告 税 額 百万円 37,706 34,939  ▲2,767 92.7 

 

 

 

 

 

 

 

1,790億円 
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～黒字申告割合は 38.0％に減少～ 

 

 黒字申告割合は 38.0％となり、前年度に比べ 0.6 ポイント減少し、２年連続減少とな

りました。 

 

○ 黒字申告割合等の状況 

年 度  

項 目 

29 30 

件 数 等 件 数 等 前年対比 

申 告 件 数 件 19,742 19,850 100.5 

黒字申告割合 ％ 38.6 38.0 ▲0.6 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.0％ 
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（参考計表） 

平成 30 年度における法人税等の申告事績 

 

別表１             法人数の状況 

件 20,193 100.4 20,284 100.5法 人 数

（注）清算中法人を除く。

                                  　 区　分
 　項　目

平成30年6月30日現在

件　数　等 前年対比

令和元年6月30日現在

件　数　等 前年対比

 

 

別表２            法人税の申告の状況 

1 件 19,742 100.7 19,850 100.5

2 ％ 94.9 +0.1 94.8 ▲0.1

3 ％ 38.6 ▲0.6 38.0 ▲0.6

4 百万円 192,371 104.7 179,027 93.1

5 千円 25,229 105.4 23,759 94.2

6 百万円 48,826 101.7 56,868 116.5

7 千円 4,030 100.1 4,618 114.6

黒 字 申 告 割 合

申 告 所 得 金 額

黒 字 申 告 １ 件
当 た り 所 得 金 額

申 告 欠 損 金 額

赤 字 申 告 １ 件
当 た り 欠 損 金 額

申 告 件 数

申 告 割 合

                             　　　 年　度
　項　目

29

件　数　等 前年対比

30

件　数　等 前年対比

 

 

別表３            法人税の税額の状況 

百万円 37,706 105.4 34,939 92.7申 告 税 額

                             　　　 年　度
　項　目

29

金　額 前年対比

30

金　額 前年対比

 

 

別表４           地方法人税の税額の状況 

百万円 1,716 105.0 1,617 94.2申 告 税 額

                           　　　　 年　度
 　項　目

29

金　額 前年対比

30

金　額 前年対比
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平成 30 事務年度における源泉所得税等の課税事績の概要 
 

～源泉所得税等の税額は２年連続で増加～ 

 

平成 30 事務年度における源泉所得税等の税額は 616 億円で、前事務年度に比べ 11 億円

（1.8％）増加しました。これを主な所得についてみると、給与所得の税額は 11 億円(2.2％)

増加し、配当所得の税額は２億円（4.2％）増加しています。 

  

（注）１ 平成 30 年 7月 1日から令和元年 6月 30 日までに納付があったものを集計しています。 

   ２ 平成 25 年 1月 1日以後に生ずる所得に係る税額から、復興特別所得税が含まれています。 

 
 

○ 源泉所得税等の税額の状況 

事務年度　

　項　目 税　額 税　額 増減額 前年対比

百万円 50,933 52,061 1,128 102.2

百万円 815 971 156 119.0

百万円 540 481 ▲ 59 89.1

百万円 5,155 5,372 217 104.2

百万円 1,042 758 ▲ 284 72.8

百万円 1,989 1,895 ▲ 94 95.3

百万円 57 58 1 101.9

百万円 60,531 61,596 1,065 101.8

非 居 住 者 等 所 得

合 計

給 与 所 得

退 職 所 得

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得

源泉所得税等の税額の状況

29 30

 
 

 

616 億円 
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（参考計表） 

 

平成 30 事務年度における源泉所得税等の課税事績 

 

別表１            源泉徴収義務者数の状況 

区　分

　項　目 義務者数 前年対比 義務者数 前年対比

本 店 法 人 件 16,457 100.4 16,486 100.2

支 店 法 人 件 414 97.0 402 97.1

官 公 庁 件 230 99.1 228 99.1

個 人 件 9,771 99.4 9,699 99.3

そ の 他 件 1,622 100.7 1,625 100.2

計 件 28,494 100.0 28,440 99.8

件 314 97.5 308 98.1

件 1,318 103.5 1,366 103.6

件 83 97.6 83 100.0

件 20,746 100.1 20,574 99.2

件 76 122.6 60 78.9

源泉徴収義務者数の状況

平成30年6月30日現在 令和元年6月30日現在

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得

給
　
与
　
所
　
得

非 居 住 者 等 所 得
 

 

別表２           源泉所得税等の税額の状況 

事務年度　

　項　目 税　額 前年対比 税　額 前年対比

百万円 50,933 101.5 52,061 102.2

百万円 815 109.8 971 119.0

百万円 540 81.3 481 89.1

百万円 5,155 145.2 5,372 104.2

百万円 1,042 259.9 758 72.8

百万円 1,989 108.6 1,895 95.3

百万円 57 116.3 58 101.9

百万円 60,531 105.4 61,596 101.8

源泉所得税等の税額の状況

29 30

非 居 住 者 等 所 得

合 計

給 与 所 得

退 職 所 得

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得
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平成 30 事務年度における 

法 人 税 の 調 査 事 績 の 概 要 
 

～法人税の申告漏れ所得金額の総額は 33 億円～ 

 

平成 30 事務年度においては、資料情報等の分析・検討を行った結果、大口・悪質な不

正計算が想定される法人など調査必要度が高い法人６百件（前年対比 101.3％）につい

て実地調査を実施しました。 

このうち、法人税について非違があった法人は５百件（同 106.7％）、その申告漏れ

所得金額は 33 億円（同 90.5％）、追徴税額は 10 億円（同 134.1％）となっています。 

 

○ 法人税の実地調査の状況 

（注）調査よる追徴税額には加算税及び地方法人税が含まれています。 

 

事務年度  

項 目 
29 30 

 

前年対比 

実 地 調 査 件 数 件 611 619 101.3 

非 違 が あ っ た 件 数 件 448 478 106.7 

申 告 漏 れ 所 得 金 額 百万円 3,686 3,336 90.5 

 う ち 不 正 所 得 金 額 百万円  996 1,516 152.3 

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 722 968 134.1 

15億円 

33億円 
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（参考計表） 

 

平成 30 事務年度における法人税の調査事績 

 

1 件 611 94.9 619 101.3

2 件 448 89.6 478 106.7

3 件 120 116.5 88 73.3

4 百 万 円 3,686 73.9 3,336 90.5

5 百 万 円 996 76.9 1,516 152.3

6 百 万 円 722 54.5 968 134.1

7 百 万 円 104 49.8 172 164.7

8 ％ 19.6 +3.6 14.2 ▲5.4

9 千 円 6,033 77.9 5,389 89.3

10 千 円 8,298 66.0 17,232 207.7

11 千 円 1,182 57.5 1,564 132.3

（注）調査による追徴税額には加算税及び地方法人税が含まれています。

申 告 漏 れ 所 得 金 額

実 地 調 査 件 数

非 違 が あ っ た 件 数

う ち 不 正 計 算
が あ っ た 件 数

調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 （ 6/1 ）

不 正 発 見 割 合 （ 3/1 ）

調 査 １ 件 当 た り の
申告漏れ所得金額（4/1）

不 正 １ 件 当 た り の
不 正 所 得 金 額 （ 5/3 ）

                                             　　事務年度

   項　目

調 査 に よ る 追 徴 税 額

う ち 不 正 所 得 金 額

う ち 加 算 税 額

30

件　数　等 前年対比

29

件　数　等 前年対比
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平成 30 事務年度における 

源泉所得税等の調査事績の概要 
 

～源泉所得税等の追徴税額は２億円～ 

 

平成 30 事務年度においては、１千件（前年対比 105.9％）の源泉徴収義務者について

実地調査を実施しました。 

このうち、源泉所得税等の非違があった源泉徴収義務者は３百件（同 104.0％）で、

その追徴税額は２億円（同 116.7％）となっています。 
 

 

○ 源泉所得税等の実地調査の状況 

前年対比

実 地 調 査 件 数 件 929 984 105.9

非 違 が あ っ た 件 数 件 253 263 104.0

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 132 154 116.7

29 30
項 目

事務年度

 

 

 

 

 
 
 

２億円 

（注）調査による追徴税額には加算税及び復興特別所得税が含まれています。 
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平成 30 事務年度法人税及び源泉所得税等 

の課税状況について 
 

（宮城県） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 元 年 1 1 月 

仙 台 国 税 局 
 

法人税の申告事績 

◆ 申告所得金額、申告税額はいずれも減少 

◆ 黒字申告割合は 34.5％と２年連続減少 

 

源泉所得税等の課税事績 

◆ 源泉所得税等の税額は８年連続増加 

 

 法人税の調査事績 

 ◆ 法人税の申告漏れ所得金額の総額は 92 億円 

 

 源泉所得税等の調査事績 

 ◆ 源泉所得税等の追徴税額は４億円 
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平成 30 年度における法人税の申告事績の概要 
 

～申告所得金額、申告税額いずれも減少～ 

 

 平成30年度における法人税の申告件数は44千件で、その申告所得金額の総額は4,262

億円、申告税額の総額は 823 億円となり、前年度と比べ、それぞれ 102 億円（2.4％）、

23 億円（2.7％）減少しました。 

（注）平成 30 年 4月 1日から平成 31 年 3月 31 日までに終了した事業年度に係る申告について、令和元年 7月末まで

に申告があったものを集計しています。 

 

○ 法人税の申告及び税額の状況 

年 度  

項 目 

29 30 

件 数 等 件 数 等 増減 前年対比 

申 告 件 数 件 44,068 44,495 427 101.0 

申告所得金額 百万円 436,524 426,239 ▲10,285 97.6 

申 告 税 額 百万円 84,643 82,326 ▲2,317 97.3 

 

 

 

 

 

 

 

4,262億円 
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～黒字申告割合は 34.5％に減少～ 

 

 黒字申告割合は 34.5％となり、前年度に比べ 1.1 ポイント減少し、２年連続減少とな

りました。 

 

○ 黒字申告割合等の状況 

年 度  

項 目 

29 30 

件 数 等 件 数 等 前年対比 

申 告 件 数 件 44,068 44,495 101.0 

黒字申告割合 ％ 35.6 34.5 ▲1.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34.5％ 
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（参考計表） 

平成 30 年度における法人税等の申告事績 

 

別表１             法人数の状況 

件 46,750 99.6 46,835 100.2法 人 数

（注）清算中法人を除く。

                                   　区　分
 　項　目

平成30年6月30日現在

前年対比件　数　等

令和元年6月30日現在

件　数　等 前年対比

 

 

別表２            法人税の申告の状況 

1 件 44,068 101.6 44,495 101.0

2 ％ 91.8 +0.7 92.5 +0.7

3 ％ 35.6 ▲0.9 34.5 ▲1.1

4 百万円 436,524 102.4 426,239 97.6

5 千円 27,792 103.1 27,754 99.9

6 百万円 125,261 115.5 135,983 108.6

7 千円 4,417 112.2 4,667 105.7
赤 字 申 告 １ 件
当 た り 欠 損 金 額

                            　　　　年　度
　項　目

申 告 件 数

申 告 割 合

黒 字 申 告 割 合

申 告 所 得 金 額

黒 字 申 告 １ 件
当 た り 所 得 金 額

申 告 欠 損 金 額

29

前年対比件　数　等

30

件　数　等 前年対比

 

 

別表３            法人税の税額の状況 

百万円 84,643 100.5 82,326 97.3

                            　　　  年　度
　項　目

申 告 税 額

29

前年対比金　額

30

金　額 前年対比

 

 

別表４           地方法人税の税額の状況 

百万円 3,983 101.1 3,912 98.2申 告 税 額

                           　　　　 年　度
 　項　目

29

前年対比金　額

30

金　額 前年対比
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平成 30 事務年度における源泉所得税等の課税事績の概要 
 

～源泉所得税等の税額は８年連続増加～ 

 

平成 30 事務年度における源泉所得税等の税額は 1,767 億円で、前事務年度に比べ 154

億円（9.5％）増加し、８年連続の増加となりました。これを主な所得についてみると、給

与所得の税額は 23 億円（1.8％）増加し、配当所得等の税額は 155 億円（97.6％）増加し

ています。 
 
（注）１ 平成 30 年 7月 1日から令和元年 6月 30 日までに納付があったものを集計しています。 

   ２ 平成 25 年 1月 1日以後に生ずる所得に係る税額から、復興特別所得税が含まれています。 

 

○ 源泉所得税等の税額の状況 

事務年度　

　項　目 税　額 税　額 増減額 前年対比

百万円 127,245 129,544 2,299 101.8

百万円 2,465 2,916 451 118.3

百万円 6,424 4,269 ▲ 2,155 66.4

百万円 15,871 31,357 15,486 197.6

百万円 2,912 2,005 ▲ 907 68.8

百万円 6,056 6,219 163 102.7

百万円 370 408 38 110.2

百万円 161,343 176,717 15,374 109.5

非 居 住 者 等 所 得

合 計

給 与 所 得

退 職 所 得

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得

源泉所得税等の税額の状況

29 30

 

 

 

1,767 億円 
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（参考計表） 

 

平成 30 事務年度における源泉所得税等の課税事績 

別表１            源泉徴収義務者数の状況 

区　分

　項　目 義務者数 前年対比 義務者数 前年対比

本 店 法 人 件 37,666 100.7 37,696 100.1

支 店 法 人 件 566 100.0 575 101.6

官 公 庁 件 346 98.6 341 98.6

個 人 件 16,122 99.3 16,116 100.0

そ の 他 件 1,774 98.3 1,779 100.3

計 件 56,474 100.2 56,507 100.1

件 582 97.2 581 99.8

件 2,634 103.9 2,631 99.9

件 309 101.0 308 99.7

件 42,833 101.5 42,586 99.4

件 226 114.7 190 84.1

源泉徴収義務者数の状況

平成30年6月30日現在 令和元年6月30日現在

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得

給
　
与
　
所
　
得

非 居 住 者 等 所 得
 

 

別表２           源泉所得税等の税額の状況 

事務年度　

　項　目 税　額 前年対比 税　額 前年対比

百万円 127,245 101.2 129,544 101.8

百万円 2,465 122.4 2,916 118.3

百万円 6,424 148.3 4,269 66.4

百万円 15,871 121.8 31,357 197.6

百万円 2,912 269.1 2,005 68.8

百万円 6,056 100.0 6,219 102.7

百万円 370 106.9 408 110.2

百万円 161,343 105.7 176,717 109.5

源泉所得税等の税額の状況

29 30

非 居 住 者 等 所 得

合 計

給 与 所 得

退 職 所 得

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得
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平成 30 事務年度における 

法 人 税 の 調 査 事 績 の 概 要 
 

～法人税の申告漏れ所得金額の総額は 92 億円～ 

 

平成 30 事務年度においては、資料情報等の分析・検討を行った結果、大口・悪質な不

正計算が想定される法人など調査必要度が高い法人１千６百件（前年対比 108.7％）に

ついて実地調査を実施しました。 

このうち、法人税について非違があった法人は１千１百件（同 110.1％）、その申告漏

れ所得金額は 92 億円（同 89.0％）、追徴税額は 21 億円（同 108.9％）となっています。 

 

○ 法人税の実地調査の状況 

（注）調査よる追徴税額には加算税及び地方法人税が含まれています。 

 

 事務年度  

項 目 
29 30 

 

前年対比 

実 地 調 査 件 数 件 1,444 1,569 108.7 

非 違 が あ っ た 件 数 件 1,020 1,123 110.1 

申 告 漏 れ 所 得 金 額 百万円 10,298 9,164 89.0 

 う ち 不 正 所 得 金 額 百万円 3,165 3,330 105.2 

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 1,904 2,073 108.9 

33億円 

92億円 
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（参考計表） 

 

平成 30 事務年度における法人税の調査事績 

1 件 1,444 117.1 1,569 108.7

2 件 1,020 122.6 1,123 110.1

3 件 243 132.1 246 101.2

4 百 万 円 10,298 161.3 9,164 89.0

5 百 万 円 3,165 125.8 3,330 105.2

6 百 万 円 1,904 119.8 2,073 108.9

7 百 万 円 292 105.2 336 114.8

8 ％ 16.8 +1.9 15.7 ▲1.1

9 千 円 7,132 137.7 5,841 81.9

10 千 円 13,024 95.2 13,536 103.9

11 千 円 1,319 102.3 1,321 100.2

（注）調査による追徴税額には加算税及び地方法人税が含まれています。

                                             　 事務年度

   項　目

実 地 調 査 件 数

非 違 が あ っ た 件 数

申 告 漏 れ 所 得 金 額

調 査 に よ る 追 徴 税 額

不 正 発 見 割 合 （ 3/1 ）

調 査 １ 件 当 た り の
申告漏れ所得金額（4/1）

不 正 １ 件 当 た り の
不 正 所 得 金 額 （ 5/3 ）

調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 （ 6/1 ）

29

件　数　等 前年対比

う ち 不 正 計 算
が あ っ た 件 数

う ち 不 正 所 得 金 額

う ち 加 算 税 額

30

件　数　等 前年対比
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平成 30 事務年度における 

源泉所得税等の調査事績の概要 
 

～源泉所得税等の追徴税額は４億円～ 

 

平成 30 事務年度においては、２千１百件（前年対比 106.7％）の源泉徴収義務者につ

いて実地調査を実施しました。 

このうち、源泉所得税等の非違があった源泉徴収義務者は５百件（同 113.0％）で、

その追徴税額は４億円（同 135.3％）となっています。 

 

 

○ 源泉所得税等の実地調査の状況 

前年対比

実 地 調 査 件 数 件 1,958 2,089 106.7

非 違 が あ っ た 件 数 件 476 538 113.0

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 323 437 135.3

29 30
事務年度

項 目

 
 

 

 

 

 

 

４億円 

（注）調査による追徴税額には加算税及び復興特別所得税が含まれています。 
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平成 30 事務年度法人税及び源泉所得税等 

の課税状況について 
 

（秋田県） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 元 年 1 1 月 

仙 台 国 税 局 
 

法人税の申告事績 

◆ 申告所得金額、申告税額ともに２年連続増加 

◆ 黒字申告割合は 36.3％と８年連続上昇 

 

源泉所得税等の課税事績 

◆ 源泉所得税等の税額は２億円減少 

 

 法人税の調査事績 

 ◆ 法人税の申告漏れ所得金額の総額は 20 億円 

 

 源泉所得税等の調査事績 

 ◆ 源泉所得税等の追徴税額は１億円 
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平成 30 年度における法人税の申告事績の概要 
 

～申告所得金額、申告税額ともに２年連続増加～ 

 

 平成30年度における法人税の申告件数は17千件で、その申告所得金額の総額は1,096

億円、申告税額の総額は 212 億円となり、前年度に比べ、それぞれ 16 億円（1.5％）、５

億円（2.5％）増加しました。 

（注）平成 30 年 4月 1日から平成 31 年 3月 31 日までに終了した事業年度に係る申告について、令和元年 7月末まで

に申告があったものを集計しています。 

 

○ 法人税の申告及び税額の状況 

年 度  

項 目 

29 30 

件 数 等 件 数 等 増減 前年対比 

申 告 件 数 件 16,684 16,714 30 100.2 

申告所得金額 百万円 108,003 109,604 1,601 101.5 

申 告 税 額 百万円 20,645 21,151 506 102.5 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

1,096億円 
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  ～黒字申告割合は 36.3％と８年連続上昇～ 

 

 黒字申告割合は 36.3％となり、前年度に比べ 0.1 ポイント増加し、８年連続の上昇と

なりました。 

 

○ 黒字申告割合等の状況 

年 度  

項 目 

29 30 

件 数 等 件 数 等 前年対比 

申 告 件 数 件 16,684 16,714 100.2 

黒字申告割合 ％ 36.2 36.3 ＋0.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36.3％ 
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（参考計表） 

平成 30 年度における法人税等の申告事績 

 

別表１             法人数の状況 

件 16,969 99.2 16,949 99.9

令和元年6月30日現在

件　数　等 前年対比

平成30年6月30日現在

件　数　等 前年対比

                                   　区　分
 　項　目

（注）清算中法人を除く。

法 人 数

 

 

別表２            法人税の申告の状況 

1 件 16,684 99.9 16,714 100.2

2 ％ 94.5 +0.2 94.7 +0.2

3 ％ 36.2 +1.0 36.3 +0.1

4 百万円 108,003 114.0 109,604 101.5

5 千円 17,872 111.0 18,066 101.1

6 百万円 45,614 123.7 38,353 84.1

7 千円 4,287 125.8 3,602 84.0

30

件　数　等 前年対比

29

件　数　等 前年対比

申 告 件 数

申 告 割 合

黒 字 申 告 割 合

申 告 所 得 金 額

黒 字 申 告 １ 件
当 た り 所 得 金 額

                             　　　 年　度
　項　目

赤 字 申 告 １ 件
当 た り 欠 損 金 額

申 告 欠 損 金 額

 

 

別表３            法人税の税額の状況 

百万円 20,645 108.6 21,151 102.5

30

金　額 前年対比

29

金　額 前年対比

申 告 税 額

                             　　　 年　度
　項　目

 
 

別表４           地方法人税の税額の状況 

百万円 976 114.5 993 101.7

30

金　額 前年対比

29

金　額 前年対比

                              　　  年　度
 　項　目

申 告 税 額
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平成 30 事務年度における源泉所得税等の課税事績の概要 
 

～源泉所得税等の税額は２億円減少～ 

 

平成 30 事務年度における源泉所得税等の税額は 437 億円で、前事務年度に比べ２億円

（0.4％）減少しました。これを主な所得についてみると、給与所得の税額は４億円(1.1％)

増加し、配当所得の税額は３億円（9.0％）減少しています。 
  
（注）１ 平成 30 年 7月 1日から令和元年 6月 30 日までに納付があったものを集計しています。 

   ２ 平成 25 年 1月 1日以後に生ずる所得に係る税額から、復興特別所得税が含まれています。 

 

○ 源泉所得税等の税額の状況 

事務年度　

　項　目 税　額 税　額 増減額 前年対比

百万円 36,957 37,372 415 101.1

百万円 624 667 43 106.9

百万円 424 400 ▲ 24 94.4

百万円 3,692 3,359 ▲ 333 91.0

百万円 794 544 ▲ 250 68.6

百万円 1,298 1,261 ▲ 37 97.1

百万円 33 62 29 189.3

百万円 43,822 43,666 ▲ 156 99.6

非 居 住 者 等 所 得

合 計

給 与 所 得

退 職 所 得

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得

源泉所得税等の税額の状況

29 30

 

 

 

437 億円 
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（参考計表） 

 

平成 30 事務年度における源泉所得税等の課税事績 

 

別表１            源泉徴収義務者数の状況 

区　分

　項　目 義務者数 前年対比 義務者数 前年対比

本 店 法 人 件 13,567 99.9 13,480 99.4

支 店 法 人 件 258 98.5 258 100.0

官 公 庁 件 232 97.5 234 100.9

個 人 件 7,868 99.6 7,747 98.5

そ の 他 件 1,253 100.5 1,245 99.4

計 件 23,178 99.8 22,964 99.1

件 264 98.1 256 97.0

件 988 104.2 1,030 104.3

件 64 98.5 59 92.2

件 16,755 98.7 16,542 98.7

件 63 128.6 58 92.1

源泉徴収義務者数の状況

平成30年6月30日現在 令和元年6月30日現在

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得

給
　
与
　
所
　
得

非 居 住 者 等 所 得
 

 

別表２           源泉所得税等の税額の状況 

事務年度　

　項　目 税　額 前年対比 税　額 前年対比

百万円 36,957 101.7 37,372 101.1

百万円 624 87.8 667 106.9

百万円 424 70.1 400 94.4

百万円 3,692 125.7 3,359 91.0

百万円 794 281.6 544 68.6

百万円 1,298 105.9 1,261 97.1

百万円 33 75.0 62 189.3

百万円 43,822 104.0 43,666 99.6

源泉所得税等の税額の状況

29 30

非 居 住 者 等 所 得

合 計

給 与 所 得

退 職 所 得

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得
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平成 30 事務年度における 

法 人 税 の 調 査 事 績 の 概 要 
 

～法人税の申告漏れ所得金額の総額は 20 億円～ 

 

平成 30 事務年度においては、資料情報等の分析・検討を行った結果、大口・悪質な不

正計算が想定される法人など調査必要度が高い法人５百件（前年対比 99.4％）について

実地調査を実施しました。 

このうち、法人税について非違があった法人は４百件（同 98.7％）、その申告漏れ所

得金額は 20 億円（同 102.2％）、追徴税額は６億円（同 137.9％）となっています。 

 

○ 法人税の実地調査の状況 

（注）調査よる追徴税額には加算税及び地方法人税が含まれています。 

 

事務年度  

項 目 
29 30 

 

前年対比 

実 地 調 査 件 数 件 497 494 99.4 

非 違 が あ っ た 件 数 件 371 366 98.7 

申 告 漏 れ 所 得 金 額 百万円 1,972 2,015 102.2 

 う ち 不 正 所 得 金 額 百万円 638 1,028 161.1 

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 402 555 137.9 

20億円 

10億円 
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（参考計表） 

 

平成 30 事務年度における法人税の調査事績 

1 件 497 108.3 494 99.4

2 件 371 107.5 366 98.7

3 件 83 96.5 93 112.0

4 百 万 円 1,972 63.9 2,015 102.2

5 百 万 円 638 74.9 1,028 161.1

6 百 万 円 402 74.8 555 137.9

7 百 万 円 63 69.4 109 172.9

8 ％ 16.7 ▲2.0 18.8 +2.1

9 千 円 3,968 59.0 4,078 102.8

10 千 円 7,687 77.6 11,055 143.8

11 千 円 809 69.1 1,123 138.8

（注）調査による追徴税額には加算税及び地方法人税が含まれています。

実 地 調 査 件 数

非 違 が あ っ た 件 数

                                               　事務年度

   項　目

不 正 発 見 割 合 （ 3/1 ）

調 査 １ 件 当 た り の
申告漏 れ所 得金 額（ 4/1）

不 正 １ 件 当 た り の
不 正 所 得 金 額 （ 5/3 ）

調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 （ 6/1 ）

申 告 漏 れ 所 得 金 額

29

件　数　等 前年対比

う ち 不 正 計 算
が あ っ た 件 数

う ち 不 正 所 得 金 額

う ち 加 算 税 額

30

件　数　等 前年対比

調 査 に よ る 追 徴 税 額
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平成 30 事務年度における 

源泉所得税等の調査事績の概要 
 

～源泉所得税等の追徴税額は１億円～ 

 

平成 30 事務年度においては、７百件（前年対比 102.3％）の源泉徴収義務者について

実地調査を実施しました。 

このうち、源泉所得税等の非違があった源泉徴収義務者は２百件（同 112.2％）で、

その追徴税額は１億円（同 96.0％）となっています。 

 

○ 源泉所得税等の実地調査の状況 

前年対比

実 地 調 査 件 数 件 687 703 102.3

非 違 が あ っ た 件 数 件 188 211 112.2

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 101 97 96.0

29 30
事務年度

項 目

 
（注）調査による追徴税額には加算税及び復興特別所得税が含まれています。 

 

 

 

 
 

 

１億円 
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平成 30 事務年度法人税及び源泉所得税等 

の課税状況について 
 

（山形県） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 元 年 1 1 月 

仙 台 国 税 局 
 

法人税の申告事績 

◆ 申告所得金額は９年連続増加 

◆ 黒字申告割合は 37.7％と高水準を維持 

 

源泉所得税等の課税事績 

◆ 源泉所得税等の税額は６億円増加 

 

 法人税の調査事績 

 ◆ 法人税の申告漏れ所得金額の総額は 21 億円 

 

 源泉所得税等の調査事績 

 ◆ 源泉所得税等の追徴税額は１億円 
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平成 30 年度における法人税の申告事績の概要 
 

～申告所得金額は９年連続増加～ 

 

 平成30年度における法人税の申告件数は20千件で、その申告所得金額の総額は1,452

億円、申告税額の総額は 279 億円となり、前年度に比べ、それぞれ７百万円（0.0％）、

２億円（0.7％）増加しました。 

（注）平成 30 年 4月 1日から平成 31 年 3月 31 日までに終了した事業年度に係る申告について、令和元年 7月末まで

に申告があったものを集計しています。 

 

○ 法人税の申告及び税額の状況 

年 度  

項 目 

29 30 

件 数 等 件 数 等 増減 前年対比 

申 告 件 数 件 19,658 19,730 72 100.4 

申告所得金額 百万円 145,153 145,160 7 100.0 

申 告 税 額 百万円 27,737 27,929 192 100.7 

 

 

 

 

 

 

 

1,452億円 
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～黒字申告割合は 37.7％～ 

 

 黒字申告割合は 37.7％となり、高水準を維持しました。 

 

○ 黒字申告割合等の状況 

年 度  

項 目 

29 30 

件 数 等 件 数 等 前年対比 

申 告 件 数 件 19,658 19,730 100.4 

黒字申告割合 ％ 37.7 37.7 ±0.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.7％ 
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（参考計表） 

平成 30 年度における法人税等の申告事績 

 

別表１             法人数の状況 

件 19,992 100.0 19,965 99.9

（注）清算中法人を除く。

令和元年6月30日現在

件　数　等 前年対比

平成30年6月30日現在

件　数　等 前年対比

                                   　区　分
 　項　目

法 人 数

 

 

別表２            法人税の申告の状況 

1 件 19,658 99.8 19,730 100.4

2 ％ 95.6 +0.3 95.5 ▲0.1

3 ％ 37.7 +1.1 37.7 ±0.0

4 百万円 145,153 105.0 145,160 100.0

5 千円 19,586 101.9 19,492 99.5

6 百万円 44,440 98.7 50,595 113.9

7 千円 3,629 100.7 4,119 113.5

30

件　数　等 前年対比

29

件　数　等 前年対比

黒 字 申 告 割 合

申 告 所 得 金 額

黒 字 申 告 １ 件
当 た り 所 得 金 額

                             　　　 年　度
　項　目

申 告 欠 損 金 額

赤 字 申 告 １ 件
当 た り 欠 損 金 額

申 告 件 数

申 告 割 合

  

 

別表３            法人税の税額の状況 

百万円 27,737 102.2 27,929 100.7

30

金　額 前年対比

29

金　額 前年対比

                             　　　 年　度
　項　目

申 告 税 額
 

 

別表４           地方法人税の税額の状況 

百万円 1,312 103.5 1,312 100.0

30

金　額 前年対比

29

金　額 前年対比

                           　　　　 年　度
 　項　目

申 告 税 額
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平成 30 事務年度における源泉所得税等の課税事績の概要 
 

～源泉所得税等の税額は６億円増加～ 

 

平成 30 事務年度における源泉所得税等の税額は 568 億円で、前事務年度に比べ６億円

（1.1％）増加しました。これを主な所得についてみると、給与所得の税額は、５億円（1.1％）

増加し、配当所得の税額は１億円(1.4％)増加しています。 
 
（注）１ 平成 30 年 7月 1日から令和元年 6月 30 日までに納付があったものを集計しています。 

   ２ 平成 25 年 1月 1日以後に生ずる所得に係る税額から、復興特別所得税が含まれています。 

 
 

○ 源泉所得税等の税額の状況 

事務年度　

　項　目 税　額 税　額 増減額 前年対比

百万円 47,176 47,689 513 101.1

百万円 643 955 312 148.4

百万円 749 718 ▲ 31 95.9

百万円 4,580 4,646 66 101.4

百万円 1,098 814 ▲ 284 74.1

百万円 1,764 1,844 80 104.5

百万円 172 129 ▲ 43 74.7

百万円 56,183 56,795 612 101.1

非 居 住 者 等 所 得

合 計

給 与 所 得

退 職 所 得

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得

源泉所得税等の税額の状況

29 30

 
 

 

568 億円 
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（参考計表） 

 

平成 30 事務年度における源泉所得税等の課税事績 

 

別表１            源泉徴収義務者数の状況 

区　分

　項　目 義務者数 前年対比 義務者数 前年対比

本 店 法 人 件 16,912 100.0 16,863 99.7

支 店 法 人 件 188 98.9 185 98.4

官 公 庁 件 168 98.8 168 100.0

個 人 件 11,123 98.1 10,879 97.8

そ の 他 件 1,986 101.5 1,992 100.3

計 件 30,377 99.4 30,087 99.0

件 470 97.1 467 99.4

件 1,551 101.8 1,593 102.7

件 287 99.3 287 100.0

件 21,401 99.5 21,471 100.3

件 87 108.8 71 81.6

源泉徴収義務者数の状況

平成30年6月30日現在 令和元年6月30日現在

非 居 住 者 等 所 得

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得

給
　
与
　
所
　
得

 

 

別表２           源泉所得税等の税額の状況 

事務年度　

　項　目 税　額 前年対比 税　額 前年対比

百万円 47,176 102.0 47,689 101.1

百万円 643 80.9 955 148.4

百万円 749 84.3 718 95.9

百万円 4,580 71.7 4,646 101.4

百万円 1,098 285.9 814 74.1

百万円 1,764 98.9 1,844 104.5

百万円 172 107.5 129 74.7

百万円 56,183 99.2 56,795 101.1

源泉所得税等の税額の状況

29 30

非 居 住 者 等 所 得

合 計

給 与 所 得

退 職 所 得

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得
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平成 30 事務年度における 

法 人 税 の 調 査 事 績 の 概 要 
 

～法人税の申告漏れ所得金額の総額は 21 億円～ 

 

平成 30 事務年度においては、資料情報等の分析・検討を行った結果、大口・悪質な不

正計算が想定される法人など調査必要度が高い法人６百件（前年対比 91.6％）について

実地調査を実施しました。 

このうち、法人税について非違があった法人は４百件（同 92.3％）、その申告漏れ所

得金額は 21 億円（同 67.0％）、追徴税額は４億円（同 82.6％）となっています。 

 

○ 法人税の実地調査の状況 

（注）調査よる追徴税額には加算税及び地方法人税が含まれています。 

 

事務年度  

項 目 
29 30 

 

前年対比 

実 地 調 査 件 数 件 605 554 91.6 

非 違 が あ っ た 件 数 件 415 383 92.3 

申 告 漏 れ 所 得 金 額 百万円 3,184 2,132 67.0 

 う ち 不 正 所 得 金 額 百万円 798 755 94.6 

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 534 441 82.6 

21億円 

７億円 
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（参考計表） 

 

平成 30 事務年度における法人税の調査事績 

1 件 605 129.0 554 91.6

2 件 415 125.4 383 92.3

3 件 88 94.6 106 120.5

4 百 万 円 3,184 140.7 2,132 67.0

5 百 万 円 798 108.7 755 94.6

6 百 万 円 534 118.5 441 82.6

7 百 万 円 80 107.8 76 94.9

8 ％ 14.5 ▲5.3 19.1 +4.6

9 千 円 5,263 109.1 3,849 73.1

10 千 円 9,069 114.8 7,122 78.5

11 千 円 883 91.9 797 90.3

（注）調査による追徴税額には加算税及び地方法人税が含まれています。

不 正 発 見 割 合 （ 3/1 ）

調 査 １ 件 当 た り の
申告漏 れ所 得金 額（ 4/1）

不 正 １ 件 当 た り の
不 正 所 得 金 額 （ 5/3 ）

調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 （ 6/1 ）

申 告 漏 れ 所 得 金 額

非 違 が あ っ た 件 数

調 査 に よ る 追 徴 税 額

う ち 不 正 計 算
が あ っ た 件 数

う ち 不 正 所 得 金 額

                                               　事務年度

   項　目

実 地 調 査 件 数

う ち 加 算 税 額

30

件　数　等 前年対比

29

件　数　等 前年対比
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平成 30 事務年度における 

源泉所得税等の調査事績の概要 
 

～源泉所得税等の追徴税額は１億円～ 

 

平成 30 事務年度においては、８百件（前年対比 97.5％）の源泉徴収義務者について

実地調査を実施しました。 

このうち、源泉所得税等の非違があった源泉徴収義務者は２百件（同 96.4％）で、そ

の追徴税額は１億円（同 114.1％）となっています。 
  

 

○ 源泉所得税等の実地調査の状況 

前年対比

実 地 調 査 件 数 件 851 830 97.5

非 違 が あ っ た 件 数 件 222 214 96.4

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 85 97 114.1

29 30
事務年度

項 目

 

 

 

 

 

 
 

１億円 

（注）調査による追徴税額には加算税及び復興特別所得税が含まれています。 
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平成 30 事務年度法人税及び源泉所得税等 

の課税状況について 
 

（福島県） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 元 年 1 1 月 

仙 台 国 税 局 
 

法人税の申告事績 

◆ 申告所得金額、申告税額はいずれも３年連続減少 

◆ 黒字申告割合は 33.7％に３年連続減少 

 

源泉所得税等の課税事績 

◆ 源泉所得税等の税額は 18 億円減少 

 

 法人税の調査事績 

 ◆ 法人税の申告漏れ所得金額の総額は 112 億円 

 

 源泉所得税等の調査事績 

 ◆ 源泉所得税等の追徴税額は７億円 
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平成 30 年度における法人税の申告事績の概要 
 

～申告所得金額、申告税額はいずれも３年連続減少～ 

 

 平成30年度における法人税の申告件数は41千件で、その申告所得金額の総額は3,245

億円、申告税額の総額は 629 億円となり、前年度に比べ、それぞれ 506 億円（13.5％）、

108億円（14.7％）減少しました。 

（注）平成 30 年 4月 1日から平成 31 年 3月 31 日までに終了した事業年度に係る申告について、令和元年 7月末ま

でに申告があったものを集計しています。 

 

○ 法人税の申告及び税額の状況 

年 度  

項 目 

29 30 

件 数 等 件 数 等 増減 前年対比 

申 告 件 数 件 40,884 40,525 ▲359 99.1 

申告所得金額 百万円 375,142 324,505 ▲50,637 86.5 

申 告 税 額 百万円 73,771 62,940 ▲10,831 85.3 

 

 

 

 

 

 

 

3,245億円 
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～黒字申告割合は 33.7％に減少～ 

 

 黒字申告割合は 33.7％となり、前年度に比べ 1.5 ポイント減少し、３年連続減少とな

りました。 

 

 

○ 黒字申告割合等の状況 

年 度  

項 目 

29 30 

件 数 等 件 数 等 前年対比 

申 告 件 数 件 40,884 40,525 99.1 

黒字申告割合 ％ 35.2 33.7 ▲1.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.7％ 
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（参考計表） 

平成 30 年度における法人税等の申告事績 

 

別表１             法人数の状況 

件 42,854 99.9 42,641 99.5

令和元年6月30日現在

件　数　等 前年対比

平成30年6月30日現在

件　数　等 前年対比

                                   　区　分
 　項　目

（注）清算中法人を除く。

法 人 数

 

 

別表２            法人税の申告の状況 

1 件 40,884 100.8 40,525 99.1

2 ％ 92.1 ±0.0 91.9 ▲0.2

3 ％ 35.2 ▲2.4 33.7 ▲1.5

4 百万円 375,142 99.4 324,505 86.5

5 千円 26,041 105.3 23,796 91.4

6 百万円 102,894 111.9 120,161 116.8

7 千円 3,886 106.9 4,469 115.0

30

件　数　等 前年対比

29

件　数　等 前年対比

申 告 件 数

申 告 割 合

黒 字 申 告 割 合

申 告 所 得 金 額

黒 字 申 告 １ 件
当 た り 所 得 金 額

                             　　　 年　度
　項　目

赤 字 申 告 １ 件
当 た り 欠 損 金 額

申 告 欠 損 金 額

 

 

別表３            法人税の税額の状況 

百万円 73,771 97.7 62,940 85.3

30

金　額 前年対比

29

金　額 前年対比

申 告 税 額

                             　　　 年　度
　項　目

 

 

別表４           地方法人税の税額の状況 

百万円 3,352 98.1 2,900 86.5

30

金　額 前年対比

29

金　額 前年対比

                           　　　　 年　度
 　項　目

申 告 税 額
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平成 30 事務年度における源泉所得税等の課税事績の概要 
 

～源泉所得税等の税額は 18 億円減少～ 

 

平成 30 事務年度における源泉所得税等の税額は 1,196 億円で、前事務年度に比べ 18 億

円（1.5％）減少しました。これを主な所得についてみると、給与所得の税額は 18 億円

(1.8％)減少し、配当所得の税額は６億円(4.2％)増加しています。 
 
（注）１ 平成 30 年 7月 1日から令和元年 6月 30 日までに納付があったものを集計しています。 

   ２ 平成 25 年 1月 1日以後に生ずる所得に係る税額から、復興特別所得税が含まれています。 

 
 

○ 源泉所得税等の税額の状況 

事務年度　

　項　目 税　額 税　額 増減額 前年対比

百万円 99,253 97,446 ▲ 1,807 98.2

百万円 2,581 2,103 ▲ 478 81.5

百万円 915 1,213 298 132.6

百万円 13,473 14,039 566 104.2

百万円 2,031 1,381 ▲ 650 68.0

百万円 2,809 2,871 62 102.2

百万円 401 583 182 145.5

百万円 121,462 119,637 ▲ 1,825 98.5

非 居 住 者 等 所 得

合 計

給 与 所 得

退 職 所 得

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得

源泉所得税等の税額の状況

29 30

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

1,196 億円 
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（参考計表） 

 

平成 30 事務年度における源泉所得税等の課税事績 

 

別表１            源泉徴収義務者数の状況 

区　分

　項　目 義務者数 前年対比 義務者数 前年対比

本 店 法 人 件 33,545 99.6 33,345 99.4

支 店 法 人 件 386 99.2 373 96.6

官 公 庁 件 180 98.9 183 101.7

個 人 件 14,360 98.5 14,177 98.7

そ の 他 件 2,045 100.2 2,043 99.9

計 件 50,516 99.3 50,121 99.2

件 683 98.3 668 97.8

件 2,179 101.6 2,144 98.4

件 261 101.6 258 98.9

件 37,281 99.6 36,846 98.8

件 181 106.5 156 86.2

源泉徴収義務者数の状況

平成30年6月30日現在 令和元年6月30日現在

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得

給
　
与
　
所
　
得

非 居 住 者 等 所 得
 

 

別表２           源泉所得税等の税額の状況 

事務年度　

　項　目 税　額 前年対比 税　額 前年対比

百万円 99,253 99.8 97,446 98.2

百万円 2,581 110.4 2,103 81.5

百万円 915 90.4 1,213 132.6

百万円 13,473 113.5 14,039 104.2

百万円 2,031 222.9 1,381 68.0

百万円 2,809 97.7 2,871 102.2

百万円 401 103.9 583 145.5

百万円 121,462 102.2 119,637 98.5

源泉所得税等の税額の状況

29 30

非 居 住 者 等 所 得

合 計

給 与 所 得

退 職 所 得

利 子 所 得 等

配 当 所 得

特 定 口 座 内 保 管 上 場 株 式 等

の 譲 渡 所 得 等

報 酬 料 金 等 所 得
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平成 30 事務年度における 

法 人 税 の 調 査 事 績 の 概 要 
 

～法人税の申告漏れ所得金額の総額は 112 億円～ 

 

 平成 30 事務年度においては、資料情報等の分析・検討を行った結果、大口・悪質な不

正計算が想定される法人など調査必要度が高い法人１千２百件（前年対比 100.3％）に

ついて実地調査を実施しました。 

このうち、法人税について非違があった法人は９百件（同 104.6％）、その申告漏れ所

得金額は 112 億円（同 80.5％）、追徴税額は 26 億円（同 75.8％）となっています。 

 

○ 法人税の実地調査の状況 

（注）調査よる追徴税額には加算税及び地方法人税が含まれています。 

 

事務年度  

項 目 
29 30 

 

前年対比 

実 地 調 査 件 数 件 1,177 1,180 100.3 

非 違 が あ っ た 件 数 件 868 908 104.6 

申 告 漏 れ 所 得 金 額 百万円 13,852 11,157 80.5 

 う ち 不 正 所 得 金 額 百万円 5,251 6,010 114.4 

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 3,386 2,566 75.8 

112億円 

60億円 
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（参考計表） 

 

平成 30 事務年度における法人税の調査事績 

1 件 1,177 121.7 1,180 100.3

2 件 868 118.1 908 104.6

3 件 251 146.8 278 110.8

4 百 万 円 13,852 159.2 11,157 80.5

5 百 万 円 5,251 173.2 6,010 114.4

6 百 万 円 3,386 155.0 2,566 75.8

7 百 万 円 570 169.6 496 87.0

8 ％ 21.3 +3.6 23.6 +2.3

9 千 円 11,769 130.8 9,455 80.3

10 千 円 20,921 118.0 21,617 103.3

11 千 円 2,877 127.4 2,174 75.6

（注）調査による追徴税額には加算税及び地方法人税が含まれています。

実 地 調 査 件 数

非 違 が あ っ た 件 数

                                               　事務年度

   項　目

調 査 に よ る 追 徴 税 額

不 正 発 見 割 合 （ 3/1 ）

調 査 １ 件 当 た り の
申 告漏 れ所 得金 額（ 4/1）

不 正 １ 件 当 た り の
不 正 所 得 金 額 （ 5/3 ）

調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 （ 6/1 ）

29

件　数　等 前年対比

う ち 不 正 計 算
が あ っ た 件 数

う ち 不 正 所 得 金 額

う ち 加 算 税 額

30

件　数　等 前年対比

申 告 漏 れ 所 得 金 額
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平成 30 事務年度における 

源泉所得税等の調査事績の概要 
 

～源泉所得税等の追徴税額は７億円～ 

 

平成 30 事務年度においては、１千７百件（前年対比 99.0％）の源泉徴収義務者につ

いて実地調査を実施しました。 

このうち、源泉所得税等の非違があった源泉徴収義務者は４百件（同 106.5％）で、

その追徴税額は７億円（同 208.0％）となっています。 

 

○ 源泉所得税等の実地調査の状況 

前年対比

実 地 調 査 件 数 件 1,671 1,655 99.0

非 違 が あ っ た 件 数 件 398 424 106.5

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 314 653 208.0

29 30
事務年度

項 目

 

 

 

 

 

 

 
 

７億円 

（注）調査による追徴税額には加算税及び復興特別所得税が含まれています。 
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